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1944年雇用政策白書の意義と問題点

経済政策論における

「ケインズ革命」：史的展開(v)-

玉井龍象

I歴史としてのケインズ

1．『一般理論』における説得術

今まで4回にわたり連載してきた本稿の意図は，ケインズ『一般理論』公

刊後50年以上経過し，またその理論と分析方法の多くが，経済政策形成の分

野に浸透しはじめてから40年以上経った現在の時点で，『一般理論』とその
●●●●

思想の政策形成における受容の過程を歴史的展望のもとで振りかえり整理し

てみることが有用であると考えたからである。従って，『一般理論』の理論

的解釈およびそれをめく．る評価を示すことが，本稿の主題ではない。あまね

く知られる通り，ケインズは『一般理論』をはじめ，それ以前および以後に

発表した数多くの著作において，自ら意識して抜群の説得術（レトリック）

を駆使した。自己の理論的立場および，これに比べれば少ない程度において

自己の政策的立場を，他のそれらと峻別するために，彼は敢えて既存の正統

派的思考を「古典派経済学」と呼び，それを標的として設定することによっ

て，自己の論点を明確化した。

彼のこうした「理論的反乱」を一貫して支えている説得術は，彼の周囲の

経済学者たちに族をまき散らし彼らを咳きこませた。D.ロバートソンやA、

C・ピグーはこの挨をまともに吸いこんでいらだちを覚えた。しかし一方，当

時の若い世代の経済学者に対しては，彼の説得術は一つの理論上の影響，す

なわち「ケインズ対古典派」という争点の形で問題を提起することになった。

他方，政策に関わる彼の説得術もまた，その後長期にわたり影響を及ぼし

た。この場合は問題の根源は『一般理論』それ自体ではなかった。彼の同僚

の「古典派経済学者」たちが不況対策として賃金引下げを主張していた
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1936年以前から，ケインズは，反循環的マクロ経済政策を主唱していた。こ

うした見解は，彼の死以前までには，すでに新しい「正統派的見解」と見な

されつつあった。(24,PP.46-8邦訳58-61ページ,14,PP.201-2)その

後，1960年代および1970年代には，それはケインズの最も熱烈な追随者たち

により，度々繰り返えされ，強調された。（例えば,M.スチュワート(44,

P、66)，ジヨーン・ロビンソンおよびイートウエル等（35，36，38)）

ケインズが伝統的経済学に対して試みた理論と政策における「革命」また

は「反乱」は，その後この両面で多くの経済学者を挑発したのは不可避であ

った。その経違と変遷の潮流について，ここではD.モグリッジに従って瞬

間描写的な早取り写真の方法で示すと，概略次のようになろう。(28,PP.

52－4）

2．ケインズ対古典派

理論面では「ケインズ対古典派」の争点をめく、り，それぞれの戦略的な理

論前提についての吟味を促力ぎした。その結果，ケインズの死以前に，純粋理

論における彼の貢献は相対的にはごく小さいという解釈が現われた。（例え
（注1）

ば，サムエルソン(40)，ハーバラー(12)）しかし，このことはもちろん，彼

の理論の政策への適合性が弱いということを意味するのではないし，また，

彼の分析用具（例えば集計概念）や強調点が重要でない，ということと同じ

ではない。しかし，その後『一般理論』の意義を軽視しようとする試みがな

されたことは事実である。1950年代には，たとえばそれは，シュレジンガー

による評価がその典型とみなすことができよう。彼は次のように断定してい

る。(42,P.581)

「①……ケインズのオリジナルな命題もいまではほとんどゼロ目盛に位置

づけられるようになった。②方法論および用語の分野でのケインズ的アプロ

ーチは顕著な成功を収めた。しかし，これは理論の勝利と混同されてはなら

ない。③公共政策に関してはケインズと彼の追随者は“価格伸縮性学派”に

対して大勝利を記録したが，後者〔"価格伸縮性学派"〕はむしろ比較的力の

ない小さなグループであったJ

つづく10年間は，一般の印象とは逆に多くの経済学者にシュレジンガーの
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論点③を確認させることに費やされた。というのは，すでに1930年代におい

て英米経済学者による政策勧告，とくに反循環的な財政政策の勧告が大西洋

の両岸で活発に行われており，その証拠を明らかにした研究が数多く発表さ

れた（例えばハチソン(17),スタイン(43),デイヴイス(6))｡こうした流れ

に乗ってある経済学者は，「経済学者のあいだではケインズ革命は起らなか

った」と主張した(47,Rxiv)｡やがて1975年になると，ハリー・ジョンソ

ンは，この流れを極度に推し進めた。

「もしも1930年代の政策立案者たちが国際金融体制に何が生じていたかを，

またそこにおける自已の役割を本当に理解していたならば，あるいは当時の

経済学者たちがそれを理解し（利用可能な貨幣理論を発展させることによっ

て彼らにはそれができたはずなのだが)，それを有効に説明していたとすれ

ば，1930年代の大不況は未然に防がれ，『一般理論』は書かれなかったか，

あるいは変り者の一イギリス人経済学者が自国だけの問題を合理化したもの

として受け取られていたであろう｡』(19,P､112,邦訳158ページ）

もちろん，上のような見解に対する最もつよい異論は，主に1930年代におけ

るケインズのインナー・サークルに属する経済学者たちから提出された。し

かし，彼らの中のある者は，「"古き時代の宗教”への脅威をまとっており，

正真正銘の聖なる教典の正しい読解への回帰を要求したり(28,P.53)この

意味では彼らは必らずしも人を納得させるに足るケインズ弁護人ではなかっ

た。多くの蓄積された証拠があるにもかかわらず，彼らは，あくことなくケ

インズ的「神話」を孤独な政策勧告者として宣伝しつづけた。

同様にまた，ジョーン・ロビンソンとその追随者たちは，カレツキの理論

的洞察力を強調することで，ケインズがむしろ「プレ・カレツキアン」
（注2）

(Pre-Kaleckian)」にすぎないといった印象さえ与えた。

（注1）『一般理論』出版10年後の1946年にサムエルソンは「かれ〔ケインズ〕は純粋理

論のうえになんら足跡を残すことがなかったように思われる」と述べ，またハーバラー

は一方で「ケインズが動態にも静態にも適合するモデル設計に非常な刺激を与えたこと

は疑いない」と認めながらも，「ケインズ理論の論理的内容に関するかぎり，すなわち

代表的なかたちの各種関数，具体的事実に関するかれの判断およびかれの政策勧告を別

とすればなんらの革命が起らなかったと結論せざるをえないJまた「ケインズ体系から

導きだせる政策勧告はなんら革命的なものではない…まったくのところ，きわめて保守

的なものである」と述べている。
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(注2）あるいは,カレツキは雇用理論の発展史上ケインズに先行し，さらにカレツキはケ

インズ以上に強力な分析用具を開発していたと主張される場合には，「ポスト．ケイン

ジアン」と区別する意味で「ポスト・カレツキアン」と呼称される。マクロ的雇用理論

をめぐるケインズとカレツキとの先行性についての議論は,J・ロビンソン(37,P.55),

玉井（49および50）を参照されたい。

3．歴史的ケインズの復活

以上で粗描したような動向城1970年代半ばまでの学界の大勢であったとした

ら，ケインズ生誕百年（1983年）祭や各種の記念学会を迎えて，ケインズへの関

心は後退したはずである。ところが，文献によって判断するかぎり，むしろ

ケインズへの関心の復活が見られた。復活への視点や焦点は，時と場所によ

り，また論者により多様である。この中にはケインズと現代との関連性を検

討する論文や，ケインズと異なる立場にもかかわらず，自己の論点を説得

するためにケインズを援用する論文など多岐に及んでいる。だが，復活の底

にあるのは，皮肉にも「ケインズよりもいっそう非歴史的な学者はたぶん存

在しなかった」（サムエルソン(40)）にもかかわらず，歴史的ケインズに結び

ついていることは事実である。この視点は，とくに戦間期の貨幣的経済学の

枠組みの中でケインズの業績をきちんと整頓し，その影響を再検討してみよ

うとする試みといってよい。

こうした歴史的ケインズヘの関心の復活にはいくつかの新しい要因力殺割を

演じた。例えばD.パテインキンの『ケインズの貨幣的思考』(1976年）

(29)は，ケインズ著作集6巻分に関する書評論文として書き始められ,多くの

研究者に刺激を与えた。同様にイギリスの公文書30年間未公開ルールにより

新たに利用できるようになった公文書中の資料の利用と関係して，ラルフ・

ホートレーやデニス・ロバートソンの諸論文を新たに利用することができる

ようになったことも，歴史的ケインズ研究を深めるのに役立った。しかし，

このことは逆にまた1920年代および30年代に見られたのと同様に，現代の貨

幣理論の混乱を生み出す結果を招いたと同時に，論点を一層鮮明にしたこと

も否定できない。例えば,1982年のパテイキンの「一般理論の期待概念｣(30）

以後は，カレツキをケインズの先駆者と見なす見方に，ポスト・ケインジア

ンのあるものとは異なる視点を明らかにしたし，さらに，ケインズの期待概
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念をめく．る最近の業績の多くは，従来の解釈の中の誤りを挟出するのに貢献

した（5）｡例えば，『一般理論』におけるケインズの期待概念が，かつてア

ラン・メルツアーが指摘したように決して不合理なものではないことが明ら

かにされた(26)｡さらに加えれば，1939年-40年に行われたケインズーテイ

ンバーケン論争に関する再考察は，ケインズの見解を一層明らかにした。

4．経済政策におけるケインズ「革命」

そこで次に，経済政策におけるケインズ「革命」の議論に移ろう。

先の行論で言及したように，1960年代および1970年代初めに若干の論者に

より論じられたようなケインズ政策の存在意義に対する否定的な見解に関して

いえば，確かに公共事業による反循環的財政政策はケインズ以外にも提唱者

は多く存在した。だが半面，第1にケインズの提案の結果，公共事業以外の

手段により到達したかもしれない結果より一層反循環対策が促進されたこと

に改めて注目する必要があろう。第2に，統計の進歩及び統計技術の進歩と

ケインズの政策勧告とが結合して，一層視野の広い政策判断が可能になった

ことに注目しなければならない。この第2の点は前稿(52)で考察したように，

1941年予算に表われた彼の戦時予算見解で最も明示的となった。ケインズに

よれば，これは貨幣政策に関連をもっていた。というのは，利子率理論につ

いて『一般理論』の彼のアプローチカガ正しいならば，政策当局は，経済安定

化を追求するさい金利政策においてある程度の裁量的自由度を持つはずであ

った。(21,PP.325-54,16,PP.64-7)しかし，この第2の問題では，

1937年初めの経済諮問委員会でケインズとロバートソンとは見解の対立を示

していた。(16,PP.140-1)

この問題についてのイギリスの文献としては，セイヤーズの戦時金融論

(Sayers,R.S.,Fj”αncjcM/PojjcZ/Za39-1945(London,Longman

HMSO,1956))を別にすれば，政府公文書に即した最初の重要な検討は，

ホーソンおよびウインチによってなされた(16)｡主に1930年代における大蔵

省を中心とするケインズの影響と反作用，そして経済諮問会議とそれに関連

する経済委員会への影響に集中したこの業績は，貨幣政策と財政政策の双方

に及んでいる。それらの検討の結果，著者たちは予算政策問題については，
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1930年代後半にはホプキンズを先頭に幾人かの上級大蔵官僚が経済学者との

会合に参加するようになったと主張した。戦争は大蔵省によるケインズ主義

の受容またはケインズの政策勧告の一般化を一層推し進め,1941年予算を経て1944

年の雇用政策白書と1945年の国債調査に至って最高頂に到達した。かれらの言

葉を借りれば，「経済的管理におけるケインズの考えへの大蔵省の“転向”は

明らかに完了したJすなわち，

「1930年代には「大蔵省見解」の弁護人であったホプキンズは，1940年秋

以降はケインズの考えを心から支持し，1944年雇用政策白書を多くの面で指

導し，自分も『一般理論』を二度も読み，戦後の低金利政策の基礎を築くこ

とになった1945年の国債調査の作成に当っては，この本からの引用を含めた。

経済的管理におけるケインズ的思考への大蔵省の“転向”は明らかに完了し

た凶(16,R152)

1978年にはハチソンは，さらに一層先に進むことも敢えて辞さなかった。

前掲ホーソン／ウィンチの研究やリチャード・セイヤーズ『イングランド銀

行-1891-1944年』（全3巻1956年）（41）に基づいて，「上級大蔵官僚だけ

でなく，イングランド銀行トップにおいてもケインズ的思想への転向が『一

般理論』出版以前にも完全に起っていた」と主張した。(18,P.194邦訳216

－7ページ）しかし，この場合の「ケインズ的思想」は公共支出政策のみに

関係していた。この場合，概していって，その強調点はジョーン・ロビンソ

ンによる諸著作に見られるように，大蔵省に置かれた。一方，ロジャー・ミ

ドルトン（51の末尾参考文献(20),(21),(22))およびアラン・ブース(4,

11）は，もっぱらホーソン／ウィンチを取り上げて，より重要な論争相手と

思われるハチソンを無視しようとした。この議論の過程で，多くの重要な論

点が浮彫りにされることとなった。とくに，専門的経済学者以外の見解が果たした

役割および古典的大蔵省見解の基礎にある経済分析の役割りが見直された。さらに，

かれらのケインズ的思考への転換がもし起ったとしたら，ケインズ死後の1947年な

いし1949年の政策形成にもそれが影響を与えたのかどうか，という問題を提

起した。G.C・ピーデンのいくつかの研究(31,32,33)を例外として，全体

として強調点は財政政策に置かれた。そしてピーデンを含めて，あらゆる場

合に，論点は主として上級大蔵官僚の見解の推移に置かれた。また，大蔵省
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見解を規定する出発点は1929年以降であった。つまり，前々稿でわれわれが

見たように(51)，それは1929年4月15日に当時の蔵相ウィンストン・チャーチ

ルが下院で行った予算演説を出発点としていた。議論の出発点はむしろ正確

には1930年のホプキンズのマクミラン委員会での証言と見なすべきであろう

(28,P､56)が，この証言はまことに把みどころのない内容であった。

しかし問題は，これら一連の議論の過程で貨幣政策がともすれば看過され

がちであった，という点である。ホーソンが丹念に跡付けているように，

(Howson,Susan,"CheapMoneyandDebtManagementinBri-

tain,1932-1951';inRL.CottrellandD.E.Moggridge(eds.),Mo-

7zegα”dPo"er,London,1987)1935～1939年に貨幣政策において劇的

な変化が起ったことは明らかである。さらにモグリッジが指摘しているよう

に(28,P.57),政府公式記録を検討するさい，これら一連の対政府批判者

が，戦時期にホプキンズと直接接して仕事をしていたミードによって注目さ

れたホプキンズの上級官僚特有の思考様式の重要な側面を無視した点である。

たとえば，それはミードの当時の業務日誌で次のように記されている。

「彼〔ホプキンズ〕は最もむつかしい金融問題について，きわめて知的に

語ったり書いたりしており，実際問題とそれに関係をもつ理論的問題につい

ての理解には鋭いものがあった。しかも合意にいたらない問題点について学

者がつとめて正確かつ刺激的な表現を使うのにひきかえ，彼は本能的にそし

て公然と誰もが同意できるような，さり気ない言葉を探ろうとつとめた凶

（1945年4月27日付,25,PP､69-72)

これは公務員として望ましくない習性とはいえない。それは，1929年の

「失業に関する若干の提案についての覚書」（いわゆる「大蔵省覚書｣）から，

1945年の「国債調査」報告に至るすべての主要な大蔵省公式記録の作成に重

要な役割を果しており，およそ20年にわたる上級大蔵官僚としてのホプキン

ズに一貫して認められる特性である。

だが，こうした公的記録の詳細な検討から一歩外に出て，もっと広い視点

に立って眺めるならば，われわれは，この時期に経済政策における重要ない

くつかの変化が起っていることを見ることができる。1944年11月，ミードが

内閣官房の経済局長の地位を前任者のロビンズから引き継いだ時から，
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1946年9月に至る期間の前掲ミード日誌の編集に携わったモグリッジによれ

ば，とくに1920年代の大蔵省記録をも検討の対象に含めると，ホーソン／ウ

インチが述べた「ケインズ的思考への大蔵官僚の転向」の足跡が，たとえ大

蔵官僚が経済学者ではなかったとしても，強く刻印されていたという。1940

年に設立された省際委員会の構成及び内容全体がケインズ的方向に沿って

変化しつつあった。また大蔵省の内部でさえ，こうした変化が必要であった

ことが大蔵大臣の予算委員会において見られたという。この予算委員会には

1940年以降ケインズが，そして1945年にミードも委員に加わったという事実

だけでなく，そこで作成され，考察され，そして大臣に回覧された記録

は，それ以前の公式記録とは著しく異なる内容であった。そもそもホプキン

ズの発案による国債調査の設立理由は，大蔵省が資本賦課について何かを知

る必要があったからではなく，政府の雇用政策実施に関してケインズが国債

管理政策に重要かつ有用な構想を持っているとホプキンズが信じたからであ

った。ケインズの構想が政府に受け入れられるには少々時間がかかったのは

事実だが，戦時期においてはそれはむしろ迅速に進行したように思われる。

本稿の結論を先取りしていえば，ホプキンズが大蔵省を引退した後の1947年

になって彼が漸く『一般理論』の本格的読書を始めた時期を以て，『一般理

論』のメッセージが最終的に政府によって吸収されたというピーデンおよび

ブース説(32，4)は，余りにも政府公式記録にとらわれすぎた見方といわなけ

ればならない。（9，10，39）

II.1944年雇用政策白書の意義

1．大蔵省のケインズ政策への「転向」

以上では経済政策へのケインズ的思考の浸透の過程をめぐる最近の主要見

解について概観したが，経済政策における「ケインズ革命」をめぐる議論の

不可避的帰結として，この「革命」の性質と時期についての理解が論者によ

り相違するということである。前述のように，ホーソン／ウインチは，1944

年の雇用政策白書と翌1945年の国債調査をもって大蔵省によるケインズ的政策思

考への「転向」が完了した時期と見なしているが，これに対し，ピーデン，ブ
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－ス等は，この時期は政策革命の頂点ではなく，1930年代から大戦中に至る

時代背景の中で政策決定当局が幾多の迂余曲折を経な力罫らケインズ的理論を

受容するに至る長い道程の過程での一つの里程標と見るべきであり，むしろ

1947年を不完全ではあるが，この「革命」の一応の到達点と見るべきだとい

う。その意味では，彼らによって里程標として位置づけられた1944年雇用政策白

書の作成に至る政府とくに大蔵省トップ官僚ホプキンズの戦時中の政策的対

応を中心に検討を加えたピーデン論文(32)と,一方，1944年雇用政策白書への彼

自身のコメントカ掲載されているケインズ著作集第27巻の詳しい調査を通じて経

済政策形成過程に及ぼしたケインズの影響を考察したブース論文（4）ならび

にT.ウィルソンの見解(48)を中心に以下で検討してみたい。そして，ピー

デン，ブース等の見解によれば，1944年白書が伝統的政策思想とケインズな

いしはケインジアンの理論との妥協の産物であると見なしている点では共通
（注）

している。

(注）1944年雇用政策白書が妥協を具体化したものだとの見解は，ここで挙げた論者以外

にたとえば，ホール，トムリンソンらがいる。（13，45，46）

併せて，政策上の「ケインズ革命」の本質と意義を中心にクロノジカルな

方法で考察してきた4輪としては，以下の行論では，前号(52)の1940年の「戦費

調達論」と国民勘定方法の採用のあとをうけて，戦時体制も漸やく終りを迎

えようとしている1944年雇用政策白書及び1945年の国債調査を中心に，当時の公

式記録をはじめ，具体的な政策策定作業に関係した当事者たちの記録や，

ケインズおよび彼に近い経済学者たちの記録を検討することによって，ケイ

ンズ的思考の経済政策への影響について考察してみたい。

2．1944年雇用政策白書の3つのアプローチ

「政府は，その主要目標および責務として戦後の高い安定した雇用水準の

維持を承認する。この白書は，この目的を推進するために政府が提案する政

策を概説する凶(7,R3)

1944年雇用政策白書の序文冒頭の上の有名な文言は，一般に，政策の優先

性についての英国政策の大転換として認識されている。同時に白書の内容が，
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以下に詳しく見る通り，伝統的思想とケインズおよびその賛同者の理論との

妥協を具体化した内容になっていることも確かである。白書は経済政策について

次の3つのアプローチを提案している。(34,P.44)すなわち，第1は,他国と協

力して輸出増大にとって有利な国際的諸条件を創出するための努力をすること

（第I章「国際的・産業的背景」7,PP.4-6)｡第2に戦争経済からの転換

を強調し（第II章「戦争から平和への転換」7,PP.8-10),ミクロ経済的

政策によって産業ならびに労働の不均衡な配分から生じる失業を防止するこ

と（第ⅡI章「産業及び労働の均衡配分」7,PP.10-15))。第3は，戦時から

平和時への転換後の時期に関連してマクロ経済政策により総需要を管理する

こと（第Ⅵ章「高い安定した雇用水準の一般的諸条件」及び第V章「総支出

維持のための方法」(7,PP.15-26)である。

一方，ケインズはこの時期に個人的には為替レート安定化のためにアメ

リカとの国際的協定（ブレトン・ウッズ協定）の締結のために英国大蔵省の

代表としてアメリカとの交渉に没頭していた。もちろん彼は他方では，大蔵

省内で経済顧問としてマクロ経済政策に強い関心をもっていたが1944年3月，

4月には彼は病床にあった。そこで，当時，戦時の経済政策に関する重要ス
（注l）

タップの一人として政府の経済部(EconomicSectiOn)(以下ESと略称す

る）で直接，この白書の立案過程に携わったミードやロビンズ等を通じて彼

の意見を反映させようと努めていた。しかし，概していって，彼は前述の第

2のアブ°ローチに含まれているミクロ経済政策に関してはつよい関心を寄せ

たという証拠はほとんど見られない。じじつ，産業・労働の地域的配分問題

を論じた白書の第1Ⅱ章はケインズの経済理論とは関係なく，これらについて

の諸施策は主に通商貿易省と労働省による提案であった。したがって，この

白書への影響は，各論部分に関するかぎり，ケインズと大蔵省の意向のみを
（注2）

反映せず，むしろ白書への影響の多様性が認められる。

(注1）最近,A.ケアンクロスとN.ワッツの共著で,｢エコノミック・セクション」に関

する詳細な研究書が出版された。この本は，政府公文書の調査及び著者自身の政府内で

の経験に基づき，政策に果したその重要な役割と有効性について検討している。特に予

算政策へのケインズ的アプローチの意義を高く評価している。CairncrossAlecand

N.Watts,MeEco冗omjcSectjo"1939-196Z:AStud〃"ECO7ZO77ZjCAd"jSj7Zg.

(LondonandNewYork,1989)
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(注2）例えば）白書力特に重視した経済計画の一側面は，「産業と労働の均衡のとれた配

分」と述べられている地域雇用政策の必要性であった。いいかえれば，戦前の「貧困地

域」に存在していたような規模での地方の失業の発生を何とか阻止することが，雇用政

策にとって不可欠の要素であった。例えば，スコットランド，ウェールズ，北東海岸地

方および西カムバーランド(Cumberland,英国北西部の州，南西部はLakeDistrictの

一部をなし，州庁はカーリッスル｡)の産業はすでに第一次世界大戦後不況に陥っていた

が，1930年代を通じて慢性的失業が続き，執勘な構造調整問題が起っていたので，政府

はこれに対して一時しのぎの対策を講じたが成功しなかった。戦争が近づいたとき，政

府は輸出市場の喪失に対して部分的な補助金を与えたが，1939年8月，不況から回復し

ても失業の地域別不均衡は解消しなかった。戦争勃発時にロンドン地域の被保険受給失

業者率は僅か5.8パーセントであったが，スコットランドでは11.3パーセント，ウェルズ

では14.8パーセントにも達していた。そこで，こうした失業の地域間不均衡問題を解決

する方法が雇用政策白書に期待された。しかし，白書では地方失業問題を解決するため

の政策として購買力の全般的維持に依存する政策では不適当であることについて簡単に言

及しているだけである。比較的活況な地域に労働不足を創出し，そこへの労働移住

を促進し，労働過剰地域に産業を移動させるといった解決は，「余りにも時間がかかり

すぎ，工業地域の部分的人口減少をまねく」（第24節7,R11)として否定された。白書

は，余りにも狭い業種に専門化され，また需要の突然の変動あるいはその予期せざる変

化を蒙る産業に過度に依存する地域に対しては「適切な産業上のバランス」を回復

させる必要があると長々と論じている。(Cairncross,Alec,YP'w･sofReco"e7･l/:B7･j-

"shEco"omicPojjc"Z945-5Z(LondonandNewYork,1985),PR209-318)

そこで以下の行論では，主としての2つ問題，すなわち，第1に，「高い

安定した雇用水準の維持」という白書冒頭の公約は，どの程度までケインズ

の影響の結果を反映したものであるのか，第2に，この目的を実現するため

に提案された政策勧告は，どの程度までケインズの考えを大蔵省が受け入れ

た結果なのか，という問題点に限定して考察してみることにする。

3．白書に対するケインズの影響

いうまでもなく，高い安定的雇用水準の維持という白書の公約の背景には，

戦時の政治状況が関係していた。戦時中の高い雇用率は戦後の不況期の到来

とともに再び戦間期に経験したような大量失業状態が訪れるのではないかと

の懸念を抱かせた。また，戦争中の経験は必ずしもケインズのマクロ経済分

析の政策当局による受容をもたらしたとはいえなかった。さらに戦後成立し

た労働党内閣は，経済の全般的な計画化の推進により，失業の発生を抑制で
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きると考えていた点も否定できない。一方，1942年のビヴァリッジ報告の考え

方にも，戦時経済計画を戦後も継続することで完全雇用が維持できるという

考えが基調にあった。ビヴァリッジカ欝ケインズ的な総需要管理の考えに転換す

るようになったのは，やっと1944年の彼の『自由社会における完全雇用』に

おいてであった。(3,PP.428-34)むしろケインズ自身は，特に晩年にお
いては所得分配の平等化，投資ならびに産業の配置に関する直接統制に対す

るかなり急進的なビヴァリッジの提案を承認するようなことは，けっしてな

かった。

このほかにも，前稿(52)で見たように，ミード，ストーン，ロビンズ等の

経済学者による戦時政府内での国民勘定統計の革新と国民所得分析の政策的

適用の結果，政府が雇用維持の義務を引き受けることを可能にしたことも否

定できない。この意味で，経済的思考における「ケインズ革命」は，戦時内

閣官房における臨時公務員として補強されたケインジアンたちに負うところ

が大きいといえよう。たとえば，1941年以降，経済局長のライオネル・ロビ

ンズは，ジェームズ・ミード等とともにマクロ経済政策を積極的に勧告した。

先に言及したように，ケインズは戦時中は雇用政策を直接調査する主要委員

会の正式メンバーではなく，これに直接関係する論文類もほとんど発表して

いない。この時期の彼の具体的な活動状況については，『ケインズ全集』第

27巻(23)に記録されている通りである。彼の努力と時間は，たとえば社会保障負

担金を変更させるミード案を側面から援助したり，国民所得に関する大蔵省

の推計を蒐集し，戦時予算に関する大蔵省の議論に参加することなどに限ら

れていた。したがって，彼の記録として残された著作だけからは，当時の彼

の政策方針を十分に理解できるとはいえない。彼は，大蔵官僚やミード等を

通じて主要委員会の報告書や調査書には貧欲なほどよく目を通しており，「半

準官吏」という有利な立場から，多くの重要政策課題について，注目し

ていた。雇用政策がその一つであったことはいうまでもない。従って彼

が書き残したもの以外に，彼力:読んでいたもの（それらはノートに覚書き

として書き止められている）を通じ，彼の考えにアプローチする必要がある。

さらにケインズ自身も大蔵官僚との緊密な接触をつづけるようになってから

は，彼の政策の強力な説得者としての役割を演じた。じじつ，マクロ経済管
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理の技術やその実用性の問題に関しては，閣僚たちは経済学者の顧問グルー

プに大きく依存していた。一方，大蔵官僚を代表するホプキンズは，各省庁

にまたがる「戦後雇用問題運営委員会」の議長として重要な役割を果たし，

この委員会での議論の結果が雇用白書の基礎を形造った。従って，ここでは，

まず，第2の問題，すなわち白書で提案された政策がどの程度までケインズ

の政策勧告の大蔵省による受容を表わしているか，という問題の考察に進む

のが適当であると思われる。

4．大蔵省によるケインズ政策転換の時期と性質

前稿(52)で述べたように，1941年の戦時予算は細部については別として原

則的にはケインズ的な基調で貫かれていた。いいかえれ嬢これはうたがいなく，

ケインズ的マクロ分析の政府による受容の大きな歩みを表わしていた。し

かし一方で戦時という特殊事情に関係する面も考慮に入れる必要があろう。

いうまでもなく，戦争は経済政策全般に影響を及ぼしたから財政運営もこれ

に適合せざるをえなかった。1939年の補正予算編成のさいにも，大蔵官僚は

当時の政府部内の臨時エコノミスト，たとえばロバートソン，ヘンダーソン，

J.スタンプ等に意見を求めた(4,P.107)｡ケインズ自身も戦時の特別需

要および戦時予算について自分の主張を提示した(21,P.218)｡しかしなが

ら，政府としては戦時に承認できたことを平時にも承認するとは必らずしも

限らない。じじつ，1942年から戦争終結時にいたる期間における雇用政策を

めく．る大蔵省内部の総需要政策による失業回避策への反対論およびインフレ

懸念に伴なう慎重論をみるとき，1941年のケインズ的分析への完全な転換が

政策当局内で定着したとは断定できないことを物語っている。

このことは，もちろん，1941年予算の意義を否定することではけっしてな

い。実際にも当時の大蔵官僚たちは過度の労働超過に陥っており，新しい経

済理論を勉強する時間的余裕を持たなかったであろう。

政府内部での戦時の雇用政策論議はミードの論文「全般的失業の阻止」に

よって口火を切られた（1941年,P.R.0.T230/13)｡この論文でミードは

失業の主要形態を3つに特定化した。すなわち，一時的失業，構造的失業そ

して全般的失業である。このうち，最後の全般的失業が政策当局にとり最も
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重要であり，かつ，緊急の解決を必要とした。ミードによれば，この失業は

公開市場操作，反循環的公共事業，賦払信用制度，減税，社会的サービスの

拡大による消費刺激策などを含めた総需要拡大策によって回避できると考え

られた。不況期には不均衡予算も止むをえず，負債の増加は資本課税または

富裕税の新設により対処される。産業における規制緩和措置により国内経済

の動きをより伸縮化し，国際的分野では貨幣政策，予算政策，投資政策など国

際協調の促進に努める必要がある。物価対策についてはミードは，戦後は

「緩やかな物価上昇傾向の継続」をむしろ良策と考えた。完全雇用のもとで

のこの緩やかな物価上昇が加速化するのを予め防ぐために彼は第二次大戦後

とくに1960年代に活発に論じられるようになった一種の所得政策を提唱した。

すなわち，「生産性の上昇の範囲をこえるときは急激な賃金上昇率の主張を

控えるような賃金政策が……全般的失業を阻止するための継続的努力にとっ

て必要条件である」(4,P.108)

このミード論文は，直ちに経済部(ES)(内閣官房内に新設され，臨時公

務員として勤務していた経済学者グループから成る）内で議論され，いくつ

かの訂正が加えられたうえで1941年10月，戦後の諸問題を検討する内輪の組

織の一つである「内国経済問題委員会(IEP)」に提出された。この報告書は

大蔵省当局を刺激し，主としてヘンダーソンの意見を反映した「戦後の購買

力と消費財との関係」と題する大蔵省の返答となって表われた。これはミー

ド論文に対し，はるかに悲観的な戦後経済の見通しを内容としていた(15,PR

256-95)。

ここでヘンダーソンは，第一次大戦後の景気循環を取り上げ，これに基い

て第二次大戦後の平時経済への転換期にも，問題の解決はきわめて困難であ

り，たとえ一時的にインフレの高進を回避できたとしても，長期的見通しは

灰色であり，「供給が有効需要を上回る持続的な全般的傾向」が起るだろう，

と警告した。さらに,1942年5月には戦後の予算政策の検討に当り，大蔵省

では再び正統派の伝統的な考えが表面化した。たとえばホプキンズは，公共事業

の総需要刺激効果に疑問を抱き，また減税政策に反対し，均衡予算主義に傾

いていた。そして戦後不況に対する彼の予算政策として，年々の償還率の変

動を伴う減債基金を提案した(32)｡このようにホプキンズの考えはヘンダー
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ソンに近く，ケインズとの間には若干の距離が残されていた。そしてケイン

ズの立場はうたがいなくESを本拠としたケインジアンの側にあり，ヘンダ

ーソンのIEP覚書の悲観主義に強く反対し，自分たちの理論的・統計的正当

性がやがて大蔵官僚の見解を覆すことになることを確信し，またかれらにその

ように警告した(23,PP.271-6)。またケインズは，予算政策としては，

1920年代以降に存在していた資本予算に代って，すべての余分の予算基金と

非経常的支出を統合した別枠の予算を組むべきだと提案した。この中に社会

保障負担金も含め，それに自動安定装置の役割を与えて，失業水準に応じて

それを適時変更するというミード提案を支持した。(23,PP.207,228-55,

278）この意味では，明らかにケインズは，ミード等のESに集ったケイン

ジアンたちの政策観と共通していた。一方，ビヴァリッジ報告は，こうした
（注1）

ESの見解を理解しており，かれらを勇気づけた。

（注1）ミードはケインズに対し，社会政策に関してのビヴァリッジ報告(2)に並列させて，戦

後経済政策について「ケインズ報告」を発表するようすすめた。(23,PP.314-5)

他方，大蔵省はこれとまったく異なる角度すなわち費用の面から戦後再建

提案を見ていた。当時大蔵省はこの面から判断してビヴァリッジ提案に反対して

いた。また，平均失業率8.5パーセント以下というビヴアリッジ提案で示された

仮定が実現不可能であると信じていた。(1,PR220-1)さらに，ヘンダー

ソンに指導された大蔵官僚は，ケインズーストーンの国民所得推計における

戦後失業率5パーセントという仮定に対しても疑いをいだいていた。(4,R

110）つまり大蔵省は，ケインジアンのように戦後政策のための推計結果より

も，むしろ戦間期の経験に基づく戦後の予想を優先させた。彼等は,｢政治を

決定する者はつねに伝統的価値観に従う」という意味で保守的であった。

一方，ケインズはミード案を最も強く批判していたサー．ウイルフレッド

・イーデイに次のような手紙を送り，説得に努めた。

「特殊な〔構造的〕失業に関してあなたの主張しておられる部分は，一般

購買力の増加に依存する失業対策を適用できます。すべての失業状態に対し

て一般購買力増加策が同様に有効であるのはまったく真実です。……といい

ますのは，特別の失業が生じている場所以外のところに十分な労働需要をあ
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たえることにより，〔構造的〕失業が発生する産業からの労働移動を大幅に促

進することになるからです。……ミードは失業救済策として全般的な購買力

増大措置が専門家および一般公衆双方から広く支持されている理由を論じて

きました凶(23,P.311)
（注2）

イーデイは当時，ヘンダーソン，そしてケインズ自身も1930年代のある時

期に主張していた提案，つまり，失業率が10パーセントを上回るような時で

も全般的購買力増加策はインフレーションをひき起す，という提案を主張し

ていた。しかし，ケインズは「戦費調達論」や1941年予算編成作業，そして

ESに結集していた彼の影響下にあるマクロ経済分析の専門家集団による実

証研究の成果に依拠して，大蔵省の懐疑主義に立ち向っていた。これに対し

大蔵省はヘンダーソン的立場を根拠にこうしたケインズ主義に抵抗していた
（注3）

のである。

(注2）イーデイ(SirAlfredEadyは1942～52年に内閣官房副長官の地位にあった。

(注3）例えばヘンターソンはケインズ的分析について次のように批判している。「私の意

見では，ケインズ理論は非歴史的で独創性に乏しく非科学的である。それは過去の教訓

を無視しており，特殊な歪んだ証拠をあたえているし，また将来予想される事態や問題

に対しても同じように特殊な歪んだ印象をあたえている。またそれは産業，雇用または

失業に関する事実についてのまじめな統計的研究を避けることに基いており，重大な論

点の欠如した粗雑で抽象的な議論に依存することを優先させている凶(P.R.0.T247/80

からブースによる引用(4,R110)

またロバートソンもケインズ的な方向に進むことに消極的であった。（1944年3月16日

付ロバートソンからヘンダーソンおよびウオーレー宛書翰。P.R.0.T230/69)

かつてケインズとともに「ロイド・ジョージはそれをなしうるか？」（1929

年）の共著者であったヘンダーソンは，1940年代前半にはケインズ同様，大

蔵省顧問の地位にあったが，彼は，戦後英国が直面せざるをえない最も危急

な問題，つまり国際収支問題を最優先課題と考え，国内需要問題に過度に関
（注4）

与することには不賛成であった。

（注4）当時のヘンターソンについては,SirD.Waley,@TheTreasury.DiaryWorld

Warll',0城γdEco"omicP(Mpe7･s,new,ser.(1953),Sapplement.に詳しく説

明されている。
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HI.白書成立過程における諸問題

1．総需要管理政策の選択肢

以上で述べたように，1943年には戦後の雇用政策をめく、る論議は，ミード

およびESの意向，つまり総需要管理政策が前面に出る形で一層具体的な内

容にまで立ち入って展開されていた擬)一方では,枢密院議長ｱデｲｿﾝの
下に設置された再建委員会ではビヴァリッジ報告を取り上げ，雇用政策が検

討されていた。しかし大蔵省の基本的姿勢は，この時点では未だ平和経済へ

の転換の時期に限定することに置かれていた。

（注）例えば，1943年5月18日のESの覚書「完全雇用の維持」(P.R.0.CAB87/13,

PR(43)26)

ESは需要管理の政策選択肢として，①民間投資を'刺激するための積極的

な貨幣政策，②反循環的措置としての大幅な公共投資計画，③社会保障負担

金の変動，の三政策を重点的に取り上げていたが，特殊には税率の変更によ

る消費需要の抑制も考盧されていた。そのための財源不足を補うため何らか

の資本課税措置が実現困難な場合には，赤字予算も黙認せざるをえないこと

を繰返し主張した。もちろん，こうした政策の推進に伴ない，インフレの危

険がつねに存在していた。そこで前述のように所得政策の必要性を彼らは同

時に強調することを忘れなかった。この完全雇用と所得政策あるいは失業と

インフレとのあいだのトレード・オフについては，後年ポスト・ケインジア

ンの裁量政策の基準とされたフイリップス曲線はまだ発表されていなかった

時期であり，実証的根拠に裏付けられたものではなかった。ケインズ自身は，

ESの完全雇用のもとでの所得政策案については疑問を述べている形跡はま

ったく見られない。もちろん，ケインズはこれに関してコメントを与えてい

る(23,PR316-7)｡しかし，ケインズとESとのあいだにこの問題をめぐ

る意見交換を示す記録はほとんど残っていない。

一方，このようなESの動向に対する大蔵省全体の反応はそれほど明確で

強力な反対意見として結集されていたわけではなかった。

ホーソン／ウインチおよびハチソンの見解では，大蔵官僚を代表するホプ
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キンズは1930年代にすでにケインズ主義に接近していたが，少なくとも公式

記録を見る限り，1943年にはES見解に対しては批判的であった。たとえば，

1943年10月26日付ホプキンズからウッド宛の書翰で，彼は「エコノミック・

セクションの論文は誤った空理空論を弄んだ危険なものである」と愚痴をこ

ぼしている。(4,P.112,31,P.28623,P.314,325)

2．国内雇用政策と国際収支問題

戦後の国際収支問題の重要性については，ケインズと大蔵官僚およびヘン

ダーソンとのあいだで認識は一致していた。海外投資の損失を補うためには，

英国の輸出増加が不可欠である。一方，輸入の大幅削減は，国内の雇用水準

の低下につながるし，戦争直後の英国は，食料や原材料はもとより資本設備

も輸入に大きく依存することになり，事実上不可能であった。戦後長期にわ

たって英国が世界輸出総額の中でもはやシェアを伸ばすことが期待できない

以上，英国は世界貿易総量の拡大期にその輸出量を少しでも増やすことに希

望をつなぐ以外にないであろう。

アメリカは戦後，先頭に立って無差別かつ多角的貿易の方向を推進しよう

とした。一方，ケインズ同様にヘンダーソンも英国の国際収支が戦後破壊的

な状態に陥ったため，英国は強力な制限的貿易政策の採用が不可避だと警告

を発していた。(15,PP.209-19)ケインズ自身はアメリカとの交渉が満足

のいく成果が得られるかどうか確信を持っていなかった。輸出貿易と国際収

支の将来の動向に対する不確実性が，総需要拡大による失業減少策を唱える

ｹｲﾝジｱﾝへの大蔵官僚の懐疑主義の根底にあったことは否定できな厳）
（注）当時の英国の蔵相は始めはキングスレー・ウッドであったが，1943年にサー・ジョ

ン．アンダーソンに引き継がれた。上級大蔵官僚であったイーデイをはじめ，アルバート，

ヘイル等はヘンダーソンの立場に近かったが，下級の大蔵官僚たとえばRD.プロクタ

---,E.プレイフェア，フランク・リー等はむしろケインズ主義にほぼ傾いていた。この

中でホプキンズは，大蔵省の伝統的思考とケインズの思想とを何とか調和させようと努

力した。しかし，ケインズ理論を経済学的に理解するためには時間的制約がそれを妨げ

た。(4,P.103,34,P.46)
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3．政府部内の対応

1944年白書に向けての最初の歩みは，1941年のミードの覚書「全般的失業

を回避するための国内的措置」からであった。一方，政府内部では，戦後国

内経済問題を審議することを目的に設けられた省際委員会を中心に雇用政策

が討議された。ホプキンズは，この委員会に大蔵省代表として参加し，また

その下部組織であった「投資計画ならびに投資期間に関する委員会」の議長

であった。一方，閣僚のあいだで,1942年にビヴアリッジ報告が公表されるま

では雇用政策について真剣に論議されたという形跡は見られない。(32,PP.

286-7）とくにこの報告に示された失業率8.5％以下というビヴアリッジ計画

が基準にした社会保険計画案をめぐって，その直後，アンダーソンを議長と

して閣内に設けられた再建委員会で漸やく戦後雇用政策との関連で活発な議

論が行われるようになった。

一方，1941年のミード覚書を拡充発展させたESによる覚書「雇用の維持」

が1943年に発表されたが，蔵相キングスレー・ウッドはこの覚書の「単独に失

業問題を取り扱う」方向性に不満を表明し，大蔵省だけでなく，通商貿易省や労

働省を含めた各省庁の意見も取り入れるよう要請した。しかし，枢密院議長

アンダーソンは，前述のホフ°キンズを委員長とする省際委員会を新たに設け

て雇用政策に関する「単独の包括的な報告書」の作成に向け研究をすすめる

よう要請した。その成果は，白書発表の4カ月前に公表され，その骨子が白書

に取り入れられることになった「戦後雇用に関する運営委員会」報告（1944年1

月）であった。この報告書の作成にはホプキンズカ：中心的な役割を果し，と

くに大蔵省の伝統的見解とケインズ，ミード，ロビンズ等の新しい考え方と

の調和をはかるために努力した。

前述したようにイーデイを中心とする上級大蔵官僚が，構造的失業問題の

解決が総需要維持と並んで重要だと考え，地域的産業政策と購買力増加政策

との整合性に疑義を表明した。これに対しESは，「異なる産業間及び地域

間のアド・ホックで大規模な」配分政策に着手する前に「何年間かにわたる

適切な需要水準の維持の結果に期待するのが慎盧に叶う」措置だと論じ,｢労

働移動の強力な促進」と密着した制限的地域政策のみを優先すべきだと主張

した。ESの考えでは，公共投資は一時的な需要という水を出したり止めたりで
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きる水道詮ではなく，むしろ社会保険負担金の自動的変更に水道詮の役割を

与え，これを投資水準全体の管理に適用すべきだと論じた。しかも，これに

よって税率の変更という政治的困難が回避できると見なした。さらに，不況

の克服のためには政府予算の「若干の赤字」は止むをえず，予算均衡化の時

間幅を「伝統的期間よりも長く」とる必要があり，「予算規律については我

は々国民の良識に待つ」べきだと考えた。(32,PP.287-8)

ESの予算赤字容認論に対し，大蔵省覚書は「不均衡予算の無制限な継続

は……財政不信を生むであろう」と述べたあと，「もしも不均衡予算原則が

基本的には構造的再調整問題であるべき失業問題の解決に適用されるならば」

経済の安定化ひいては雇用に対して深刻な反動を与える結果になると論じた。

このように，ホプキンズがたとえESの見解に内心では同感を寄せながらも，

無条件にケインズ的方向に転換しようとしなかった事情が明らかである。

一方，ケインズもまた,ESの見解に全面的に同意したとはいえない面も

あった。特に構造的失業について彼はES以上に重視する傾向があり，社会

保険負担金の変動による消費支出変更構想が課税の変更にくらべれば良策と

考えたが,ESほどには強調しなかった。彼はむしろ自らを補償できる公共

資本支出の変動の方が，需要低下を阻止するという観点からも，また予算上

の隙路を回避できるという観点からも，より望ましい方策と考えていた。す

なわちケインズは，すべての時期に均衡すべき中央政府経常支出をカバーす

る通常予算とは別に，あらゆる形の公共資本支出および社会保険基金をカバ

ーする資本予算を組むことを要望した。(23,PP.225,319f,326,352-7,

360）

4．ケインズの戦後経済観

ケインズ自身は，戦後の国内問題は3つの段階で発生すると予想していた。

すなわち，第1段階では，第一次大戦後の1919-20年に起ったように一時的

にインフレ圧力が存在するであろうが，これは投資に対する物理的統制によ

り低金利のもとでも回避できるであろう。第2段階，すなわち戦後約5年経

過後は，循環的な不安定期を迎えるだろう。これは慢性的なデフレ傾向を伴

なうものではない。そして第3段階つまり戦後10年後から20年後にかけては，
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適切な政策が講じられない場合には，こうした慢性的デフレ傾向力顕在化する

であろう。ケインズの考えによれば，以上の3段階のうち，金利の上昇を放

置する結果，最も深刻な影響が現われるのは第3段階である。

ケインズの長期利子率についての理論的根拠は，いうまでもなく，『一般

理論』における彼の流動性選好論に根ざしている。つまり投資を誘発する手

段として一度びチープ・マネー政策を継続するならば，こうした政策をあと

から修正したり逆転させることが不可能になるからである。いいかえればケ

インズが前提にしたのは，貨幣賃金のラチェット（歯止め）効果とともに債

券利回りのラチェット効果である。なぜなら，もし過去の高い利回りの経験が

利回りの引き下げを困難にするとすれば，逆に過去の低い利回りの経験はそ

の引き上げを困難にしないかどうかという問題である。ケインズの考えでは，

この関係の非対称性が明白である。つまり売オペにさいして債券価格引き上

げのためには流動性残高を削減しなければならないとケインズは説明してい

る。要するに，ケインズにとって重要な点は低金利状態を長期間維持するこ

とであった。その背後には，投資機会の個渇という彼の現状認識があった。（20,

PP､375-6邦訳378-9ページ）しかし，無限に持続するチープ・マネー政策

は，流動性トラップ°の発生と無縁のままだという保証がないことも事実である。

要するにケインズの考えでは，短期金利の弾化的変化はときに必要であるが

長期金利の持続的上昇は決して望ましくないということである。(23,R297)

短期金利市場と長期金利市場とがどの程度分離されるべきかの一般原則は存

在しないが，その分離を主張する彼の提案にはたしかに論理的整合性が欠け

る面はある。『貨幣論』で彼は短期金利市場の大幅な変化が長期市場に急速

に移行するという意見を確信していた。しかし，『貨幣論』の影響はその後
（注）

のケインズにとって小さな役割しか演じなかった。(48,PR50-52)

(注）いま目の前に盲腸で苦しんでいる患者がいたら，直ちにメスを取って切捨てること

のできる知識が本当の知識であって，盲腸について説明したり，手術について長々と批

評しても意味がない。これが彼の基本的政策観であった。
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Ⅳ、雇用政策白書の特徴と問題

1．その妥協的性格

1944年雇用政策白書では，前述のケインズの3段階のうちの最初の2段階

のみが取り扱われ，貨幣政策にある種の役割を与えてはいる。利子率の変化

が不況の治療に果たす役割よりも好況の抑制により有効であると強調されて

いるが利子率の将来の変動については明白な記述はない。むしろ財政政策に

よる反循環的公共投資により大きな役割を与えた。

「第59節.…終戦後しばらくはチープ・マネー政策を持続すること力：必要であろ

う。その後は利子率の変動により資本支出に影響を与える可能性が考盧され

るであろう。1931年以降の大蔵省，イングランド銀行，株式銀行のあいだでの

経験は，安定的雇用促進を意図した協力的で有効な貨幣政策の実施を可能に

するであろう凶(7,P.20)「第60節.しかしながら，資本支出特有の不安定性を

克服するためには，貨幣政策だけで十分ではない。不況期に投資を刺激する

低金利にくらべて，好況期の超過投資を回避するには高金利の方力叡より有効

である凶(Ibid.)

一方，例えば投資税額控除のような代替的手段については，白書では暗示

する程度に止められている。同様に「一定の条件が回復したときに」は失業

水準に応じて種々の社会保険負担金を変動させ，また，試験的にせよ財政余

剰が存在する年にはその余剰分から，そして赤字の年には税額控除により，

その可能性について言及した。白書はしかし赤字財政に関してもあいまいな

表現に終始した。つまり予算編成に当り，貿易および雇用の必要性を政府当

局が考盧に入れることを妨げるものは何らないが，中央政府が赤字予算を意

図的に組むべきでないと述べている。(7,PR20-25)白書は需要の着実な

拡大のための計画というよりも，むしろ需要水準の変動を緩和することを主

目標とした。実際にはそれは公共事業政策が中心となるべきだというビヴァリッ

ジの批判は一面の公平性を表わしている。(3,PR261-3,270-4,23,

PP,380-1)

このような白書のあいまいさ，または保守的調子は，大蔵官僚たちに大きな

責任があることは否定できない。このことはケインズの思想に同情的であっ
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た(16,PR108-9,152)ホプキンズについてもある程度妥当するといわ

ざるをえない。(34,P.47)

1944年初め政府は完全雇用に関するビヴァリッジの近く発表する予定の私

的「報告」（『自由社会における完全雇用』（3）)に先立って幾分驍膳しながらも

雇用政策白書の発表に踏み切った。この白書の草稿は運営委員会報告であっ

たが，それはES案とイーデイおよびヘンダーソン案とのあいだの「中間路

線」をとった内容にすべきだとホプキンズは考えた。(32,R290)しかし彼はこ

の運営委員会報告が結局のところ主に失業阻止のための国内政策の提案に終り，よ

り広い長期的視野を含めた雇用政策白書としては不十分であると考えた。そ

こで運営委員会報告は直ちに内閣委員会つまり再建優先委員会に提出され，

翌1944年2月には別の内閣委員会すなわち対外経済委員会が，国際経済の再

建とくに国際通貨基金に関して提案されたケインズ案を論議するために設立

された。この提案は，雇用問題に関係をもつにもかかわらず，英貨の為替レ

ート変更というイギリスの自由に対する制限を含む点で論議の多いものであ

った。ケインズによれば，「ただホピー〔ホフ°キンズ〕の冷静な頭脳だけ」が

対外経済委員会の討議から生ずる「大混乱」に「なんらかの類の秩序」を保

った。(22,P.409)国内の雇用政策と国際経済政策とを同時に取り扱ったこ

とは，白書が対外的諸条件という光をあてて雇用問題を再評価すべきだとの

ホプキンズの強い決意の表われであった。

2．構造的失業対策

白書の初校が1944年3月に刷り上ったときケインズは，「本当に良い出来

ばえ」だと思い，とくに実質的な修正の必要はないと感じたのにひきかえ，ホ

プキンズは不満足な出来ばえだと当時大蔵大臣に就任していたアンダーソン

に忠告した。ホプキンズはとくに総需要理論に対する運営委員会による制限

事項が軽視されており，長期失業問題と平和経済への移行問題との関係につ

いての議論が適切でなく，さらに構造的失業または国際収支問題が十分に論

じられていないと考えた。彼は過去の経験からの判断にもとづいて，英国の

輸出財への海外需要の不足が失業の主な原因であり，主要輸出財への急激な需

要低下による失業対策に対しては国内需要の拡大だけでは不十分であるばか
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りか，インフレをひき起す可能性さえあると警告し，この点を白書に盛り込

むよう提案した。

一方，ケインズは失業が輸出の低下から発生するという見方を認めようと

しなかった。貿易に対する国際的な障壁が当時問題になっていたが現実には

輸出拡大策は遅々 として進展しなかった。大蔵省は1929-30年と同じく産業

の一層の効率化に関心を集めていた。実際にはホプキンズのこのような意見

は，白書では全面的には取り入れられなかった。しかしホプキンズは，白書

全体を通じて産業の効率と国際収支への言及がなされていることは確認する

ことができた。(23,P.373)また彼は，運営委員会報告で総需要への配慮力ぎ

強くなされている点にも満足したが，半面彼は，雇用政策の長期的側面だけで

なく，白書の性格から短期的側面にもより多く言及すべきだと主張した。結

局，白書の最終稿において，戦時から平時への移行問題（第II章）および構

造的失業についての章（第Ⅲ章）が総需要管理に関する章（第Ⅳ章及び第V

章）に先行したのは，彼の意向が強く反映された結果であった｡(32,P.291)

また，総需要管理は経済の安定化が実現されたあとで政策の中心として指

導的地位をあたえられるだろうが，半面それは政策を貫く一本の糸でないこ

とも白書で明示されることになった。こうしてESが雇用の維持を強調した
（注）

以上に，白書の最終稿では1940年のバーロー報告(TheBarlowReporT)

の提案内容に即した形で産業配置問題が一層大きく取り扱われ，強調されるこ

とになった。

（注)ReportofilleRoZ/"JCommissjo"o"tんeDjst7･j6泌協o'zoftﾉielizdusｵγjaj

PoptLjα〃o7z,1940．Cmd.6153．雇用政策白書第Ⅲ章とくにR12を参照）

3．不均衡予算問題

さらにホフ°キンズは，「ケインズ的」部分に関連して，公共事業支出の効

果についてはケインズほどには楽観的でないと述べている。運営委員会の何

人かの委員は，一方では中央政府，他方では地方自治体及び中央電力局のよ

うな公共企業体間の法的及び金融的関係に変更力ざ生じた場合には，2年間に

公共事業支出を1億ポンドないし1億5千万ポンドの変動が限度であると推

計した。これに対しケインズは’億5千万ポンドを下回らないと推計した。

－24－



1944年雇用政策白書の意義と問題点（玉井）

白書自体はこうした具体的数字を示すことを避けている。

「ケインズ的」部分のもう一つの柱は社会保険料を景気と逆方向に変

動させようとするミード案であった。ケインズはこの金額力叡年間1億ポンド

に達するかもしれないと考えたが，ホプキンズは4千万ポンド程度と見なし

たが，この計画案の含む自動安定化機能に他の官僚以上に「魅力を感じてい

る」と述べた(32,P､292)｡他の多くの大蔵官僚は，失業が予想をこえて増

加する場合や，それが需要不足に起因するよりも構造的要因に起因する場合

には，社会保険料の永久的赤字という困難が発生するだろうとの印象をつよ

く受けた。ホプキンズ自身は，一方でこの案に魅力を感じながらも，それが

政治的な都合あるいは政治的圧力に耐え得るかどうか疑わしく，また1930-

31年に失業保険基金力:陥ったと同じ崩壊状態に陥る'|具れがあるという懸念を

抱いた。その結果，白書ではミードの最初の提案内容が薄められて，社会保

険基金の出費は均衡される方向がとられるべきであり，必要な場合には小規

模な範囲内で変動させるべきだと説明している。(7,PP.22-3)

こうしたホプキンズの意向の基礎には，「新しい雇用政策と予算安定化と

の調和」という彼の本質的な意図があった。彼は非自己決済的性質をもつ中

央政府歳出が歳入から賄われるべきだとの原則を堅持することを欲した。彼

の考えでは，歳出が歳入により賄われるという通常予算ルールのほかに，資

本予算または「例外的」予算が存在するならば，かつて1930年代のヨーロッ

パで経験したように，政治家は調達の見込みのない歳出項目をあれこれと口

実を設けて資本予算に注入する誘惑にかられるだろうと考えた。公共資本支

出の多く力:地方自治体や公共企業体の勘定に属し，したがってまた大蔵省の

直接関与しないものである以上，中央政府資本予算はあえて政治的リスクを

引きうけるに値しないものとホプキンズは考えた。そこで彼は，社会保険基

金のような通常予算外の資金変動とともに中央政府およびその他の公共資本

支出を一括して処理する統計表を通常予算に添付する方法を選んだ。（7，「補

論II社会保険負担金の変動」P.30)｡これは投資の管理に必要な情報を提供

するであろうし，また「資本予算」という用語は運営委員会報告では使用さ

れなかった。これはケインズを失望させたのは事実である。ケインズは資本

予算の採用が通常予算を現状のまま維持しうると主張していた。結局，妥協

－25－



金沢大学経済論集28号1991．1

案として「国民所得および支出に関する」年次白書を別個に作成し，種々の

型の資本支出および貯蓄に関する推計をこれに含めることで，事実上の「国

富資本予算」と見なした。こうしてケインズ構想の実質は採用されたが，公

共財政のリスクを最小化することを意図する言葉が付け加えられることにな
（注）

つた°(23,PP.364-9,7,第84節）

(注）「第84節．国家の総支出の構成音紛について今まで可能であったよりもはるかに完全な

分析を提示することによって「国民所得および国民支出に関する年次白書」を完成する

ことも提案される。とくに，種々の型の資本支出および種々の源泉の貯蓄について直接，

推計されるであろう。これは事実上，国富の「資本予算」となろうq｣(7,R27)

このようにケインズは原則的にはESの雇用政策案の立場に立ちながらも，

また，資本予算案という彼独自の案が運営委員会の段階で同意されなかった

にもかかわらず，最終的に運営委員会および白書双方をケインズが承認した

のは，あくまでも個々の具体的提案をこえた原則的承認であったと見られる。

この意味では1944年白書が政策上の「ケインズ革命」の最高頂であると断定

することはできず，それは政策上の「ケインズ革命」への重要な里程標であ

り，しかも頂上にごく近い里程標だと見るべきかもしれない。(4,P.116)

いいかえれば，白書をめぐる雇用政策に対するホプキンズの影響はときとし

て示唆されている見方(8,P､13,44,PP.185-6,邦訳,188-190ページ）

以上に保守的だった点も見逃すことができない。

4．大蔵省の懐疑主義

最後に，1944年雇用政策白書形成過程でケインズおよびケインジアンと大

蔵省の見解との主な争点，いいかえれば大蔵省がケインズ的見解に対しとく

に疑問を持った問題点の中から3点を選んで両者の論点を明らかにしてみた

い。すなわちそれらは，第1は物価賃金の安定性，第2は労働の移動，そし

て第3に投資乗数効果の問題である。

物価・賃金の安定性ケインズ雇用政策の成否は『一般理論』における仮

定，すなわち，労働者は通常，貨幣賃金の切り下げには反対するが，実質賃

金の引き下げには「極端な程度にまで進まないかぎり」(20,P.14邦訳14/､g

ージ）抵抗しないだろうという想定に依存していた。さきに言及したように，
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ミード等のESのメンバーは，完全雇用経済のもとでのインフレ発生の可能性に

ついて重大な関心をもち，所得政策を主張した。そのさい，彼等はケインズの上

の想定については全面的には認めず，実質賃金に対する労働者による抵抗は実際

には1936年にケインズが考えていたよりもつよいと考えていた｡(34,P.48)

しかしミード等の所得政策の提案は，結局，自由な団体交渉に対する労働大

臣による制限措置により，白書では取り上げられなかった。一方，ケインズ

自身は，その後1945年には賃金問題の解決方法は自分にはよくわからないと

告白している。(23,P.385)また白書は，物価，賃金の安定性が雇用政策を

成功させるための必要条件であると明言している。（7，第Ⅳ章(b)物価及び

賃金の安定PP､18-19)

労働移動問題構造的失業を阻止するには有効な労働移動が不可欠だとの

ESの考えに対して大蔵省は懐疑的であった。結局のところ白書は，労働者

が必要とする場所や職業に移動できない場合には，総需要増加による雇用量

調整の試みは，物価上昇という危険をまねくだろうと警告している。(7,R

20）その後の経験は，大蔵省が労働市場のミクロ経済的側面の重要性に注目

したことが誤っていなかったことを示唆している。

1944年当時にもケインズは乗数効果についてはきわめて楽観的な考えを抱

いていた。彼は公共事業プロジェクトに関しては乗数は2と推定し，社会保

障計画に関しては3と推定し，50万ポンドないし68万ポンド，つ‘まり戦後の

第1年目における国民所得の7ないし8パーセントの総需要刺激効果があると

説いていた。(23,PP.366-7)しかし，その後の推計結果によれば，ケイン

ズの乗数値力:大きすぎ，したがって総需要に対する政府の影響力がもっと小
（注）

さいことを示唆している。(4,P.113)

ケインズ以後，長い間，限界消費性向は長期よりも短期においてより低い

だろうと認識されてきた。しかし，ケインズ自身は後年フリードマンにより

展開された恒常所得仮説に近い考えを述べている。(48,P.57)さらに彼は，

租税政策により民間消費支出を変化させる政策には否定的見解をもっていた。

たとえば彼は「短期の消費変化を刺激することにより，予測不可能な投資の

短期変動を相殺するという提案が望ましいかどうか私は疑問に思う凶と述べ

ている(23,P.323)｡つまり彼が強調しようとしたことは，消費は短期的に
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は可処分所得の変化に対し不感応であるということである。また，失業率の

変化に応じて社会保険料を変動させる場合の乗数が3というケインズの値も，

たとえばT.ウィルソンによれば大きすぎるという(48,PP.56-8)。すな

わち，社会保険料変更による効果一一一種のビルト・イン・スタビライザー

－は，可処分所得の変化によって消費支出に影響が及ぶ場合にかぎり作用

することになるが，このことは短期の限界消費性向が非常に小さいというこ

とと矛盾する。この点についてのケインズの説明は見られない。

この点について，被用者の負担金よりも雇用主の負担金の変化の効果をケ

インズが考えていたのかどうか，という問題がある。というのは雇用主の負担

金はキャッシュ・フローを低下させるだけでなく，雇用に対する差別的課税

と見なされるからである。しかしこの点についてケインズは明解な意見を述

べていない。おそらくケインズの心の中には，大部分が労働者階級によって

支払われる社会保険料は，大部分が中産階級により支払われる所得税に比べ

て，より少ない追加的所得しか貯蓄しないだろうという考えがあったと思わ

れる。

（注）1930年代の乗数の値は1.3であるという研究がある。Glynn,SeanandHowells,

P．G、A､,@Unemploymentinthel930s:TheKeynesianSolutionReconsidered',

Austγα"α7zEco7zo77zjcHistoγgRe"ze",XX(1980).

ケインズが白書の記述があいまいだと指摘したのは，貨幣政策に関する白

書の説明についてであった。戦後は民間投資は回復しつつあったが，一方で

政府は物的統制を戦後も継続していた。白書は，低金利政策の継続が必要だ

と述べたあと，「その後は金利の変動により資本支出に影響を与える可能性

に留意する」（7，第59節,P.20)と述べている。ケインズはこの文言が理解

できないと評した(23,P.377)｡なぜなら，短期，長期いづれの利子率が関

係するのか明白でなかったし，また，白書は，戦後雇用政策論議に対するケ

インズの最も重要な直接的貢献である投資の刺激策，すなわち貨幣政策の問

題やその活用について，ほとんど注意を払うことがなかったのである。（27,

邦訳163ページ）
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5．1945年国債調査

1945年1月,|ホプキンズは国債調査のための委員会を設立した｡それは彼の

議長の下に大蔵省および内国歳入片の職員ならびにケインズ，ロビンズ，ミ
（注1）

－ド等を委員として構成された。ここにおいて，ケインジアンと大蔵省力雷始

めて戦後政策の議論のために集結することになった。この意味で国債調査は，

ケインズ政策の発展において画期的な段階を刻印するものである。ケインズ

は『一般理論』で詳しく展開した流動性選好の考え方を用いて，貨幣当局が

資金調達に関して無関心ならば，公衆が望むだけの流動性を認める負債構造

を創出することにより，彼等の望む長・短利子率を設定できるだろうと述べ

た。これは戦前において大蔵省が高い長期利子率で短期債務に融資した場合

とは逆の方法である。ケインズは景気循環をコントロールする観点から利子

率政策を予め排除しようとしなかったが，それは長期よりもむしろ短期利子

率でなされるべきだと考えた。1945年3月および4月に国債調査委員会でこ

の問題を討論していたとき，ホプキンズは大蔵省の終身次官を引退し，蔵相

顧問の一人として止まり，戦争末期から戦後にかけての英国行政府内において

大きな責務を負っていた。彼はケインズの考えをほぼ全面的に理解し，低金

利政策について大蔵大臣宛覚書を起草した。この意味ではホフ°キンズのケイ

ンズ的貨幣政策への転向は雇用政策白書公刊から丁度1年後のことであった。

1944年白書でホプキンズがケインズ的な考えを容認したのは総需要管理政策

に限定されていた。一方，国債調査委員会ではホフ・キンズは，主に対外経済

問題と国内政策との関係を議論していた。また彼は，輸出が減少し国際収支

が逆調となったとき完全雇用と低金利政策を実際に維持できるのかと質問した。

ケインズはこれに答えて，国内政策は海外市場の損失を完全に補償すること

はできないだろうと論じ，したがってまた，この理由からビヴァリッジの平
（注2）

均失業率2パーセントという想定が現実離れした数字だと考えた。要するに，

1945年当時のホプキンズの基本的立場はケインズのメッセージと伝統的な公

共財政とを統合することにあったといえよう。（未完）

(注1）ケインズは，副首相のアトリー氏から戦後の資本課税の運営のための覚え書を依

頼されたことが理由となって，国債調査委員会に参加した。この委員会は，貨幣政策，

国債管理政策，資本課税及び完全雇用計画を補助するための予算形式の変更など広範な
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委任事項を与えられた。国債調査委員会の報告，証言，覚書は,RR．O.T233,PR

157－9を参照。

(注2）ミードはビヴァリッジの数字力；「大衆の意向に迎合した」ものにすぎないと批判

し，差し当り1914年以前の6パーセント弱に戻すのが現実的だと考えた。(32,R295)

参

〔1〕

〔2〕

照文献

Addison,Paul,TVieRo(Mdiol945(Quartetedn.1977)

Beveridge,William,SocjqJIizszjγα伽Ceα冗dA"jedSe7"iCeS,C77Zd.6404

(1942)．

(3),F""E'np/(MZ/wze"""(MF7･eeSocjetZ/(1944).

(4)Booth,Alan,@The"KeynesianRevolution''inEconomicPolicy_making'.
EcHR,XXXVI(1983),PP､103-123.

[5]Codington,A､,Kel/7I,eSjq7zECO7z,O77ZjCS:T/ZeSeαγcﾉZ／oγFjγStPγj九cjpﾉes

(London,AllenandUnwin,1983).[中村賢一郎訳『ケインズ経済学の探求』
学文社，1985年〕

(6)Davis,J.R､,TﾉieNe"Ecofz,077zjcsq7,dオノZeOldEco"o"sis(Ames,Ia:

IowaStateUniversityPress,1971).

(7)ETzpjol/me"tPo"ci/,Cmd､6527(HMSO,Mayl944).

(8)Feinstein,Charles(ed.),TﾉZeMα"αgedEco"o“:EssaZ/sj”Bγ伽sﾉZ

Eco"omicPo"cZ/cM"dPer/07wz(M"ceSj"cel929(Oxford,1983).

(9)Garside,W，R.,6TheFailureofthe"RadicalAlternative":Public

Works,DeficitFinanceandBrilishlnterwarUnemployment',Jo秘γ冗aj

ofE泌γope(z"Eco72077zjcMsｵoγ",XIV(1985).

(10),andHattonT.J.,$KeynesianPolicyandBritishUnemploy-

mentinthel930s,EcHR.,XXXVIII(1985).

(11)Glynn,SeanandBooth,Alan,@UnemploymentinlnterwarBritain:A

CaseforRe-learningtheLossonsofthel930s?'EcHR,XXXVI(1983).

(12)HaberlerG.,@TheplaceofthegeneraltheoSyofemployment,inter-

estandmoneyinthehistoryofeconomicthought',Refjjet"o/Eco,zo-

77zjcSq7LdS""stjcs,XXVIII,November,187-94.1946.inHarris

SeymourE.(ed.),TheNewEconomics(AlfredAKnopf:NewYork,1947)

〔日本銀行調査局訳『新しい経済学』東洋経済新報社，1949年],Lekach-

manR,Ke@/7zes'Ge7zeγαノTﾉZeO7･i/-Reportso/Tﾉ,reeDec(zdes(London

l964）〔中内恒夫訳『ケインズ経済学の発展』東洋経済年報社，1977年〕

[13)Hall,R.,$TheEndofFullEmployment',inCharlesP.Kindleberger

andGuidoaiTella(eds.),Eco"o"cs航オノjeLo泥gVje”(1982),vol､3

(14)Hansen,Alvin,EconomicPolicyandFullEmployment,(NewYOIk,1947)

〔小原敬士訳『経済政策と完全雇傭』好学社，1949年〕

－30－



1944年雇用政策白書の意義と問題点（玉井）

(15)Henderson,H.D.,TﾉteIMe7･WαγYeαγsQ7zdOｵﾉZe7-P(zpef-s,editedby
HenryClay(Oxford,1955).

[16)Howson,SusanandWinch,Donald,TﾉieECo7zo77zicAd"jso7･Z/Coz"zc〃、

1930-1939(Cambridge,1977).

〔17〕Hutchison,T、W､，ECO"o”Csα冗dEco”077ZjCPO"C〃伽Britqj7zl946-

1966:so"zeAspectsoハノZejγ肋＃eγ-re"jo"s,(London:AllenandUnwin,

1968)．

[18]-,0",Re"oﾉ"堀｡〃Sα"dP7･ogressj"Eco"o"cK"o"Jedge(Cam-

bridge,1978)[早坂忠訳『経済学の革命と進歩』春秋社,1987年〕

(19)Johnson,H.G.,.KeynesandBritishEconomics',inMiloKeynes(ed.),

EssQyso"Jo/Z7zMal/"αγdKeZ/"es.(CambridgeUniuersityPress,1975)

〔佐伯彰一・早坂忠訳『ケインズ－人・学問・活動』東洋経済新報社,1978

年，所収〕

(20)Keynes,J､M.,Co"eCiedWγ伽冗gs､editedbyElizabethJohnsonorD.

E.Moggridge)vol.7,TﾉleGef,eγαJTheof･yo/E,7mpJoz/wze"#,IMe7･esオα7zd

Mo"eZ/(1973).[塩野谷祐一訳『雇用,利子及び貨幣の一般理論』東洋経済新
報社，1980年〕

〔21〕

〔22〕

〔23〕

〔24〕

〔25〕

〔26〕

〔27〕

-,vol.22,Act加加esl939-45:I7z#eγ宛αJWαγFj"q'zce.(1978).

-,vol、25,Acｵ肋jtiesl940-4:ShqPj"gihePoSオーWαγWo7･jd:The

ClearingUnion(1980).

-,vol.27,Ac"""jesl940-6:Shqpj7@gオノZePosj－WαγWoγﾉd:E77D-

P/Ol/77Ze7Zjα"dComwzod"es(1980).

Klein,Lawrence,TﾉleKey7zesja冗Re"oMjo",(Macmillan,1947)[篠原

三代平・宮沢健一訳『ケインズ革命』有斐閣，1952年〕

Meade,JamesE.,T/leCo"ectedPqPe7･sofJtz'7zesMecMde,(editedby

Howson,SusanandD.Moggridge)vol.4,T/ieC(MMI,e#O"jceDZαγZ／
ofJtz77zeSMeqde,1944-1946．London,UnwnHyman,1989.

Meltzer,A.,@Keynes'sGeneralTheory:adifferentperspective',Jo〃γ－

冗ajofEco冗077ZjCL"eγα”γe,XIX,Marchl981.

Moggridge,Kel/"es(Fontane,1976)[塩野谷祐一訳『ケインズ』東洋経済

新報社，1979年〕

[28)-,<TheKeynesianRevolutioninHistoricalPerspective',加

HamoudaO.F.andSmithinJ.N.(eds.),KeZ/冗esa知dP"6"cPo"cy

α/ｵef･FWz/yeαγs,z)oJ.,IEco7zO77zjcs(z7zdPb〃cy(EdwardElgar,1988).

pp、50-59

(29)Patinkin,Don,Kel/"es'Mo"etαγ"Tんo鯉gん#:AS"dz/of"sDefjejop-

7ne"1976(川口弘・吉川俊雄・福田川洋二訳『ケインズ貨幣経済論』1979

年〕

－31－



〔30〕

〔31〕

〔32〕

〔33〕

〔34〕

金沢大学経済論集28号1991．1

------,A冗湿Cjpqtjo,zSoftheGe,zeγαJTheor9,1982.

Peden,G.C,$Keynes,theTreasuryandUnemploymentintheLater

Nineteen-thirties,'0"fol･dEco"ol'zjcP(zpe7･s,newseries,XXXII(1980).

-,･SirRichardHopkinsandthe"KeynesianRevolution''in

EconsmicPolicy,1929-45',EcHR,XXXVI(1983),PP.281-96.

,@The"TreasuryView"onPublicWorksandEmploymentin

InterwarPeriod',EcHR,XXXVII(1984).PP、167-81.

,Kel/7zes,MeT7･e(zsひγZ/α犯dBγ伽shEco"ow@jcPo"cZ/,(Macmi-

llanl988).

(35)Robinson,E.A.G.,@ReviewofTheAgeofKeynes',Eco"o"cJo"'･-

""LXXVII,September,(PR650-1).1967･

(36)Robinson,Joan,"WhathasbecomeoftheKeynesianrevolution?''in

MiloKeynes(ed.),EsscZ/so"JO/Z"MczZ/”αsdKey"es,(Cambridge,1975)

〔佐伯彰一・早坂忠訳『ケインズ人・学問・活動』東洋経済新報社,1978

年〕

〔37〕

〔38〕

〔39〕

〔40〕

〔41〕

〔42〕

〔43〕

〔44〕

〔45〕

-,Co7',ｵγj6"tjoれオoModef･"Eco"o"cs,(Oxford,1978)

,andEatwall,John,A冗肋i7･od"cjm九tOMOde7･7ZECO7ZO77ZjCS

(London,MoGraw-Hill,1973)(宇沢弘文訳『現代経済学』岩波書店1976年〕

Rollings,N.,@The@QKeynesianRevolution"andEconomicPolicyma-

king:AComment',EcHR,XXXVII(1985),PP.95-100.

Samuelson,P．A.,@LordKeynesandtheGeneralTheory',Eco冗o77zet-

7jca,XIV,July,PP.187-200.1946．((12]と同じ〕

Sayers,R.S.,TﾉieBa伽ko/E"gjq"dl891-1944,3vols(Cambridge,

1976)

Schlessinger,J.R.,&Aftertwentyyears:theGeneralTheory',Q〃αγ－

te7･jyJow･,z(zjo/Eco7zo"cs,LXX,November,1956.

Stein,H.,TﾉteFjsc(zIRe"o/""o"j"Americ<z(Chicago,1969).

Stewart，Michael，Ke”esα"d〃t“（PelicanBooks，1967)．〔田村真

雄・田村紀之・鈴村興太郎訳『ケインズと現代』ダイヤモンド社，1969年〕

TomlinsonJim,$Whywastherenevera"KeynesianRevolution"in

EconomicPolicy?',Eco7zo77zyα7zdSOCieｵ",XI(1982)PP.72-87.

(46),&A"KeynesianRevolution"inEconomicPoliey-Making?,Eco-

〃o"cHjsforyReoiei",XXXVII(1984),PP.258-67.

(47)Tulloch,G､,@Forword'toJ.R.Davis,TﾉZeNeZ"ECO7ZO77ZiCSQ7Zdthe

OjdEcowzo"sts.(1971).

[48)Wilson,Tom,@PolicyinWarandPeace:theRecommendationofJ.

M.Keynes:inA・P.Thirlwall(ed.),Ke""es(zs(MPo"cl/Ad@jjse,･

(Macmillan,1982).

－32－



1944年雇用政策白書の意義と問題点（玉井）

〔49〕玉井龍象「M.カレツキの学説史的位置と"独占度"概念｣，桃山学院大学

『経済経営論集』第15巻第1号（1973年）所収。

(50),｢M.カレツキの経済動学と経済体制論」アジア経済研究所『アジ

ア経済』第14巻第7号（1973年）所収。

〔51〕－，「ケインズと“大蔵省見解"一経済政策論における「ケインズ革命」

：史的展開(II)｣,『金沢大学経済論集』第27号,1990年3月所収

〔52〕，「戦費調達論と国民所得分析の適用〔Ⅳ〕｣,金沢大学『経済学部論集』，了討鼻

第11巻第1号， 1990年11月所収。

－33－


